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略歴

1990年 早稲田大学大学院理工学研究科 修士課程修了

1990年 日本電気入社 航空宇宙・防衛事業の研究開発・プロジェクトマネージメントに従事

2005年9月～2006年6月 防衛庁防衛研究所 第53期一般課程修了

2018年4月～2020年3月 COCN「デジタルスマートシティの構築」プロジェクトメンバー

2020年4月～2021年12月 科学技術と経済の会「日本版スマートソサエティ(シティ)を考える専門委員会」幹事

2022年6月～2023年9月 一般社団法人スマートシティ社会実装コンソーシアム 事務局長

2023年7月 IFAC(International Federation of Automatic Control)2023「Industrial Subgroup on Smart Cities」 委員

現： 日本電気株式会社スマートシティ事業部門 上席プロフェッショナル

経済産業省他「スマートシティ関連データ連携標準タスクフォース」 委員

日本都市計画学会「スマートシティ特別委員会」 委員

筑波大学 システム情報工学研究群 非常勤講師

つくばスーパーサイエンスシティ アーキテクト会議エキスパート

つくばスマートシティ協議会 データ連携基盤分科会 リーダ

一般社団法人スマートシティインスティテュート フェロー（C-R MAP研修 第1期修了）



1. スマートシティを取り巻く環境
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社会課題を解決する手段としてのスマート化
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成熟社会における街づくり

増

増

時間

活性度/
税収
(収益)等

導入期 成長期 成熟期 減少期 維持･
再成長期

再成長期

＜都市の維持～資源の最適化戦略＞
資源･コストの最適配置に比重を
置いた適切な投資

＜都市の拡大～成長戦略＞
都市化を支える効率化・高度化、
変化に対応できる柔軟性の確保

周辺都市

高齢化都市

特定産業成長都市

新興都市

減

減 減

人口減少都市

ソフト中心の街づくり
コストを減らし新しい成長に

向けて投資する時代
•連携(部局の横串、官民連携、
住民参画)
•柔軟な計画変更
•コスト削減→投資

ハード中心の街づくり
確立した成長パターンを

推進する時代
•分業制(部局の縦割、官民の
境界が明確)
•計画は固定
•長期でお金を回収

人口減少・高齢化の進む中、状況に対して柔軟に対応できる街づくりが求められる

増

地域経済中心都市
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Society 5.0

分野横断でサイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させることにより、

地域、年齢、性別、⾔語等による格差なく、多様なニーズ、
潜在的なニーズにきめ細かに対応したモノやサービスを
提供することで、経済的発展と社会的課題の解決を両立し、

人々が快適で活⼒に満ちた質の高い生活を送ることが
できる人間中心の社会

狩猟社会
(1.0)

農耕社会
(2.0)

工業社会
(3.0)

IoTの
進化

AI

Society5.0

人間中心

情報社会
(4.0)
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対処見える化

分析

価値を創造

サイバー空間

実世界

AIが
解析

人やモノに
フィード
バック

人が扱えない量の

ビッグデータ

Digital Twin: 人が扱えない量のビッグデータをAIが解析､
人やモノに返すことで､今までにない新たな価値を実現

© NEC Corporation 2024
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ICT技術の進化と活用がもたらす､まちづくりの大きな変化

公共インフラ

技術分野

適
用
分
野

AIの進化・普及

セーフティ
防災

データ
連携基盤

少子高齢化

公共インフラ

交通セーフティ

産業振興
産業振興

分野毎のデータ活用､
個別のシステム構築

少子高齢化

交通

分野横断したデータ連携により、新しい市民サービスが､
領域や地域を越えて生まれていく

防疫

防災

防疫

コンピュータの高性能化／ネットワークの大容量化・高速化
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持続可能な都市･地域づくりに必要な2つの側面

価

値

創

造

課

題

解

決

都市の見える化と、無理や無駄
をなくすための仕組みづくり

自立したデジタル変革が
持続する仕組みづくり

都市計画・交通

セーフティ･防犯

観光

防災･減災

エネルギー

ヘルスケア

各種エリアデータ収集
分析基盤

民間
データ

オープン
データ

イノベーション創出

限られた費用で運用維持

市民のエンゲージメント

テクノロジー プロセス

効果検証に基づく都市経営

人材育成

産業活性化

雇用促進

経済循環・成長

市民参画
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初期のスマートシティ：分野ごとのスマート化

交通関係
データ

防災カメラ
センサデータ

電力データ

交通 防災 エネルギー

交通
サービス

防災
サービス

電力
サービス

分野毎のデータ活用､
個別のシステム構築

9
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現在のスマートシティ：領域や地域を越えた新しい市民サービスの誕生

交通関係
データ

防災カメラ
センサデータ

電力データ
行政

オープンデータ

新領域サービス

気象データ 店舗･イベントデータ パーソナルデータ

交通 防災 エネルギー

交通
サービス

防災
サービス

電力
サービス

観光ルート
ナビ

避難
誘導

顔認証
決済

自動
運転

自動
翻訳

自動
配送

シームレスな価値の新サービス

クロスドメインのデータ連携基盤

分野毎のデータ活用､
個別のシステム構築

データの分野･組織横断で､新しいまちづくりを実現



2. スマートシティに関わる政府の施策と
データ連携基盤
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スマートシティ関係の標準化に関わる活動

スーパーシティ
データ連携基盤

内閣府地方創生 令和2年度

スマートシティ
リファレンスアーキテクチャ

内閣府SIP 令和元年/4年度

分野間データ連携基盤

内閣府SIP 平成30年度～

スーパーシティの普及促進に向けて
共通のAPIやデータモデルなどを策定

官民共同で共通設計図を作成
スマートシティづくりと横展開を加速

分野を越えてデータを共有し
利活用するための技術開発

※1 一般社団法人データ流通推進協議会 ※2 国立開発研究法人 産業技術総合研究所

※内閣府地方創生推進事務局 HPより ※内閣府CSTI HPより
※NEDO HPより
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Society 5.0リファレンスアーキテクチャと
スマートシティのアーキテクチャ

COCN「デジタルスマートシティの構築」2018年度最終報告書よりSociety5.0リファレンスアーキテクチャ（内閣府資料より）
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平成30年度SIP補正アーキテクチャ関連プロジェクト
スマートシティアーキテクチャ設計と関連実証研究の推進

SIP「ビッグデータ・AIを活用した
サイバー空間基盤技術」

(安西PD)

アーキテクチャ・アドバイザリー会議
越塚SPD及び数名程度の有識者

(a) スマートシティ分野

(a-1) アーキテクチャ構築と
その実証研究の指揮

(a-2) 下記分野での実証
研究の実施

① 交通・モビリティ
② エネルギー
③ 防災
…

実証事業で
アーキテクチャを検証

標準化を見据えながら
アーキテクチャ設計

グローバル展開を見据えた

標準化の推進

• 実証研究の指揮

• 都市OSの都市間、
分野間システム間連携

• 地域課題への対応

• 持続可能な運用モデル

• 各ユースケースを効率よく実現できるか

• 海外アーキテクチャ、
他システムと連携できるか

• 持続可能にするために必要な要件は何か

高松広域
防災

地域MaaS

東京都
物流

会津若松市
デジガバ
決済等

富山市
地域MaaS加古川市

見守り

スマートシティ分野
アーキテクチャ構築
Smart city
Architecture
In Japan

ホワイトペーパー

スマートシティ

リファレンスアーキテクチャ

実証計画整合
フィードバック

継続的に
更新・成長

伊勢市
湯河原町
白馬村
観光予報PF

札幌市
スマート
ウェルネス

ガイドブック

スマートシティ
アーキテクチャ

の使い方
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スマートシティ・リファレンスアーキテクチャ
 Society5.0をベースに導出したアーキテクチャ構造を、利用者中心性及び外部との相互連携に焦点

を当てた形で、構成要素間の関係性を共に図示

 スマートシティを実装する際に決めるべき/考慮すべき事項をリスト化

「スマートシティ リファレンス
アーキテクチャの使い方」より

利用者
住民、企業、観光客

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ

戦
略

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ

サ
ー
ビ
ス

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ

ア
セ
ッ
ト

都市オペレーティングシステム都市マネジメント

外部 ：他地域（都市MS／都市OS）、他システム、等

相互運用 相互運用

セキュリティ

運用

デ
ー
タ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

認
証

サ
ー
ビ
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

サ
ー
ビ
ス
連
携

外
部
デ
ー
タ
連
携

目標設定

(都市OS)

KGI・KPI
設定

規
定

持
続
的
提
供
を
実
現

デ
ー
タ
提
供

自
由
な
連
携
を
実
現

スマートシティ
ビジネス

ビジネスモデル管理

体験デザイン

スマートシティ
推進組織

プレーヤー管理

役割・機能管理

参
画

スマートシティルール関連法令
ルール・

ガイドライン
規制緩和・
特区活用

地域のスマートシティに関わる
推進組織やステークホルダーを
整理し、ビジネスモデルを描く
ためのフレームワーク

サービス連携及び都市間の
連携を実現するための
システム的な共通土台
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「都市マネジメント」の視点によるあるべきサービスの具現化

地域のスマートシティに関わる
推進組織やステークホルダーを
整理し、ビジネスモデルを描く
ためのフレームワーク

 あくまでも戦略やビジョンありき

 地域全体で一体感を持った、持続
可能な都市運営を可能とする
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都市マネジメントの役割・意義

都市OSを活用しながら、真のスマートシティとして地域全体の持続的な運営・経営
を実現するためには、推進組織・ビジネスの管理で成る都市マネジメントが必須

「スマートシティアーキ
テクチャ設計と関連実証
研究の推進」より
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都市オペレーティングシステム(都市OS)

サービス連携及び都市間の連携を
実現するためのシステム的な共通
土台

 APIの公開により1対1で結合され
ていたサービスとデータを分離、
シームレスな利活用を可能とする

 特徴は

① 相互運用性：つながる
② データ流通：ながれる
③ 拡張容易性：つづけられる

 横展開により開発スピードUP、
コストダウンにより、サービス
提供者がサービスの構築に注力
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都市OSの役割・意義

19

「スマートシティリファレンス
アーキテクチャの使い方」より

各構成要素のインタフェースであるAPIを介することで、あらゆるデータや機能(サービス)に自由にアクセス可能
…スマートシティの発展と共に段階的にデータ連携基盤を拡張していくことで、最小機能単位での機能実装による

稼働および段階的な機能追加が可能となる

サービス連携 共通サービス

データアクセス

データ登録

各種処理

データやサービス
を連携するために
公開すべきAPI

可視化・
分析ダッシュ
ボード

開発
ポータル
サイト

双方向コミュ
ニケーション
ポータルサイト

パーソナ
ライズ

サービス連携 オープンAPI

認証系
API

データ
マネジメント系
API

 認証・認可
 属性取得
･･･

 データアクセス
 データ仲介
･･･

JSON

REST

HTTPS

OAuth/
OpenIDConnect

セキュリティ

技術的対策

 認証
 暗号化
 不正アクセス防止
 不正アクセス検知／遮断

管理的対策

 脆弱性管理
 ログ管理

情報セキュリティ対策

※「クラウドサービス提供に
おける 情報セキュリティ対策
ガイドライン」参照
https://www.soumu.go.jp/

main_content/000566969.
pdf

運用

非機能

システム管理

 拡張容易性
 可用性

管理プロセス

 都市OS企画・開発管理
 サービス移行管理
 システム運用管理

※「非機能要求グレード」参照
https://www.ipa.go.jp/sec/sof
twareengineering/std/ent03-
b.html

利用者拡大に向け
たAPIやUI等の
インタフェース

API

参考となる標準規格

凡例

オープン
API
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デジタル田園都市国家構想：加速するスマートシティ関連政策

令和４年内閣府が「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指して、デジタル田園都市
国家構想を提示（令和４年６月７日閣議決定）

出典：デジタル田園都市国家構想基本方針 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/pdf/20220607_gaiyou.pdf
デジタル田園都市国家構想実現会議(第1回)議事次第「牧島大臣提出資料」https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai1/siryou4.pdf

 構想の背景

 デジタルは地方の社会課題(人口減少、過疎化、産業空洞化等)を

解決するための鍵であり、新しい付加価値を生み出す源泉

 このため、デジタルインフラを急速に整備し、官民双方で地方

におけるデジタルトランスフォーメーションを積極的に推進

 意義・目的

 様々な社会課題に直面する地方において、デジタル技術の進展

を背景に、その活用によって地域の個性を活かしながら

地方の社会課題の解決、魅力向上のブレークスルーを実現し、

地方活性化を加速

構想の実現により、地方における仕事や暮らしの向上に資する

新たなサービスの創出、持続可能性の向上、Well-beingの実現

等を通じて、デジタル化の恩恵を国民や事業者が享受できる

社会、いわば「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」

を目指す

これにより、東京圏への一極集中の是正を図り、地方から全国へ

とボトムアップの成長を推進する

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/pdf/20220607_gaiyou.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai1/siryou4.pdf
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都市OS・データ連携基盤の整備状況

総務省事業(R5二次)およびデジ田交付金Type2/3（R4年度2次補正まで）において103事業が採択
都道府県整備分を含め、市区町村のカバレッジは544に拡大

採択案件数
市区町村

カバレッジ
都道府県

整備
独自に整備している市区町村

北海道 5 3 0 札幌市・江別市・更別村

青森県 0 0 0

岩手県 0 0 0

宮城県 2 1 0 仙台市

秋田県 0 0 0

山形県 0 0 0

福島県 4 60 1 会津若松市

茨城県 3 2 0 つくば市、境町

栃木県 3 2 0 那須塩原市、佐野市

群馬県 6 36 1 前橋市、嬬恋村

埼玉県 5 3 0 さいたま市、秩父市、熊谷市、横瀬町

千葉県 1 1 0 柏市

東京都 3 3 0 大田区、狛江市、東村山市

神奈川県 6 5 0
横浜市旭区、藤沢市、横須賀市、
鎌倉市、小田原市

新潟県 0 0 0

富山県 2 2 0 富山市、朝日町

石川県 4 21 1 能美市、加賀市

福井県 0 0 0

山梨県 1 27 1

長野県 3 78 1 茅野市、伊那市

岐阜県 2 42 1 養老町

静岡県 4 6 0
浜松市、焼津市、三島市・熱海市・
函南町

愛知県 1 1 0 岡崎市

三重県 2 5 0
多気町・大台町・明和町・度会町・
紀北町

採択案件数
市区町村

カバレッジ
都道府県

整備
独自に整備している市区町村

滋賀県 0 0 0

京都府 1 15 1

大阪府 3 43 1 豊能町

兵庫県 6 5 0
加古川市、神戸市、養父市、姫路市、
加西市

奈良県 1 39 1

和歌山県 2 2 0 有田市、すさみ町

鳥取県 2 19 1

島根県 1 1 0 益田市

岡山県 5 2 0 津山市、吉備中央町、西粟倉村

広島県 4 23 0 東広島市、三次市

山口県 3 1 0 山口市、下関市

徳島県 0 0 0

香川県 5 4 0 高松市、三豊市、観音寺市、綾川町

愛媛県 4 21 1
新居浜市、松山市・東温市・今治市、
西条市

高知県 0 0 0

福岡県 2 2 0 飯塚市、福岡市

佐賀県 1 1 0 佐賀市

長崎県 1 21 1

熊本県 2 44 1 人吉町

大分県 0 0 0

宮崎県 1 1 0 延岡市

鹿児島県 0 0 0

沖縄県 2 2 0 浦添市、南城市

計 103 544 13

※都道府県が整備したケースは都道府県下全市町村がカバレッジに入るものと仮定
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エリア・データ連携基盤の「推奨モジュール」

出典：データ社会推進協議会「推奨モジュールの概要」 https://data-society-alliance.org/area-data/module/

デジタル庁が相互運用性を確保しつつエリア・データ連携基盤の整備を円滑に推進することを目的に、基盤の機能
要件とコアとなる部品(推奨モジュール)を調査(令和3年度)
…各地域固有の実情を踏まえた上で、業種間・都市間を横断してデータやサービスを共有するための相互運用性が

確保できる最低限必要な機能を定義

推奨
モジュール

API
ゲートウェイ

ブローカー(非
パーソナル)

ブローカー
(パーソナル)

機能 APIを一元的に
管理し、サー
ビス提供者や
データ提供者
から受け取っ
たリクエスト
を適切な処理
主体へとルー
ティングする
機能

個人に紐づか
ないデータを
蓄積または分
散管理し、
サービス間の
非パーソナル
データの流通
を制御する機
能

個人に紐づく
データを蓄積
または分散管
理し、データ
の提供元組織
の許諾及び本
人同意に基づ
き、サービス
間のパーソナ
ルデータの流
通を制御する
機能

OSS名 Kong Gateway NGSI v2 
FIWARE orion

パーソナル
データ連携
モジュール
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欧州発のデータ利活用型プラットフォーム FIWARE

※1:オープンソースソフトウェア
※2:Next Generation Service Interfaces

データ連携基盤

オープンAPI（NGSI※2）

オープンAPI（NGSI）

用途に合わせ､
自由に組み合わせて利用

モジュール構造
OSS※1実装 蓄積データの

相互運用

公開データ登録 公開データ提供

官庁系システム 自治体システム 民間システム IoTセンサデータ
既存システム

公開データ検索 公開データ取得

環境セーフティ防災 インフラ 観光 ･･･

サービス利用 サービス提供

様々な業種サービス

 第7次研究枠組み計画（FP7）におけるICT研究開発プログラムとして、2011年から5年計画のFuture Internet
Public-Private Partnership(FI-PPP)を3億ユーロ(約390億円)の予算で実施

 本プログラムの中核となる基盤ソフトウェアとしてオープンソースソフトウェアとしての”FIWARE”を先行開発
各種ユースケース実証を実施

競争力強化
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FIWAREとは

凡例

コンテキスト情報 処理/解析/可視化

コンテキスト管理

IoT, Robotics, 外部システムとのインタフェース

D
e

p
lo

y
m

e
n

t 
to

o
ls

データ/API管理
公開と収益化リアルタイム処理

（Perseo）

クラウドエッジ
（FogFlow）

映像のリアルタイム処理
（Kurento）

BIツール
（Knowage）

アプリケーション
マッシュアップ
（Wirecloud）

デバイス管理
（IDAS)

ロボット接続
（Fast RTPS）

ドキュメント交換
（Domibus）

データ接続コネクタ
（Cygnus）

セキュリティ

ID認証
（Keyrock）

アクセス制御プロキシ
（Wilma）

アクセス制御
（AuthZForce）

アプリケーション

データ公開
（CKAN+）

ビジネスAPI
（BizFramework）

IoT(M2M)接
続

（OpenMTC）

既存システム連携
（Idra）

API管理

API管理ツール
（APInf）

データ接続コネクタ
（Draco）

軽量デバイス接続
（ Micro XRCE-DDS )

ロボット接続
（FIROS）

リアルタイム処理
（OpenVidu）

NGSIブローカー
（Orion）

NGSI-LDブローカー
（Scorpio）

IoT接続
（oliot）

NGSI-LDブローカー
（Stellio）

NGSI-LDブローカー
（Orion-LD）

短期履歴データ保存
（STH-Comet）

時系列データ管理
（QuantumLeap）

ビッグデータ分析
（Cosmos）

Incubated GE
(太字は新規)

正式版GE

 オープンソース・ライセンスフリーで各モジュールを自由に組み合わせて利用可能
FIWARE以外のパーツを組み合わせて利用することも可能（オープンイノベーションを促進）

 各モジュールが従うべき共通インタフェース（NGSI）を規定
NGSI：Open Mobile Alliance（モバイル事業者／ベンダ中心の標準化団体）で標準化

FIWAREの機能群”Generic Enabler”（FIWARE Release 7.9）
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ORION Context Broker

FIWAREデータモデルで統一

多彩な検索方法
・id, class検索
・リスト、パターン、条件検索
・Geo-location検索等

ORION
Context Broker

分散化された様々なデータに対し、統一的なアクセス方法を提供するための「ブローカー」機能
実世界のモノを一意に識別可能な表現“FIWAREデータモデル“で定義
データ受け渡しに関する規約を個々に決めるは必要なく、検索、アクセス、使用が可能
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GlobalでのFIWARE活用事例

観光交通

行政による情報収集/共有 防災安心･安全

住居･建設医療･福祉 環境農業 水産業教育
生活

サービス

体験型観光の
オンライン提供

エリアの
多面的評価

宿泊業者向け
情報分析

車いす観光の
支援

観光地情報の
ワンタッチ入手

スポーツ
ツーリズム

好きな味を
売る店を通知

趣向に合わせた
観光情報配信

現地ツアーガイドの
マッチング

建物内の
ルート提供

配送手続の
簡略化

二次交通と
小売連携

相乗りバスでの
観光地周遊

公共交通の
利用喚起

1000 以上の
サービス

ベンチャーを中心に様々なサービスがオープンデータの活用により生まれる
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世界にひろがるFIWARE

EU諸国を中心に
インド・APAC・欧米 等々

世界各国に展開

出典：2023年3月現在 FIWARE Foundationホームページ等をもとに抜粋・作成 日本のFIWARE Foundation参加企業・団体

• 30ヶ国/300都市でFIWARE活用

• 45ヶ国/580以上の
FIWARE Foundationメンバー

• 150以上のオープンソースプロジェクト

• 33のFIWARE iHubs

• 10のFIWARE Lab node

• 8000以上の開発者
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FIWAREの普及促進を担うイノベーションラボ

21か国 39のFIWARE iHubs



3. スマートシティの事例
…数少ない成功事例から得られるインプリケーション
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高松市：地域連携による広域防災 SIPスマートシティアーキテクチャ実証

降雨分布
時系列表示

河川水位
画像

道路通行
実績

道路規制

道路通行情報、気象情報、河川水位、潮位等の防災関連情報をデータ連携で一元化、

俯瞰的な状況判断による意思決定を支援

広域防災
データ連携・利活用基盤

道路 天気 河川水位 潮位

交通情報・気象情報など様々な分野の情報を

共通運用画面へ表示→リアルタイムの状況認識へ

高松市・観音寺市・綾川町の3市町にて
防災に関するデータ連携

IoTプラットフォームの共同利用

による近隣自治体との広域連携

綾川町観音寺市

高松市

洪水浸水深予測
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災害時情報共有の必要性（理想像）

災害時、個人・組織は
同時並行で異なる活動をする

そのそれぞれが固有の情報を
保有している
＝状況認識が異なる

個人・組織同士が
情報共有によって状況認識を統一することが、
社会全体として的確な災害対応を実行するための鍵

情報を「共に」「有する」

「知らない」を無くす
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災害時情報共有の必要性（理想像）

出所: デジタルニッポン2020
コロナ時代のデジタル田園都市国家構想 防災分野の進化 (弊社発表資料)

防災システム(公助)が分散していると統一した運用が困難
→広域連携でシステムの相互接続をはかり、住民の早期避難に向けて情報発信による自助・共助・公助

を促進する対策を融合、「住民中心の地域防災力強化」を常日頃より心がけることが重要
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高松市

富山市
富山市/高松市：分野横断サービス ～観光・交通～
SIPスマートシティアーキテクチャ実証

富山市での実証

施設･店舗 交通
レンタ

サイクル
経路情報

施設･店舗
情報

富山市
データ連携・利活用基盤

標準データモデル

高松市での実証

アプリケーション
機能を再利用

高松市
データ連携・
利活用基盤

高松市：富山市の分野横断

サービスのデファクト化に

よる他地域への横展開

…異なるエリアで

アプリケーション機能の

再利用性を実証

地域MaaSサービス

富山市：民間事業者を含む異なるシステムを連携、公共交通を

利用した回遊性の向上や地域消費拡大を促し、コンパクトな

まちづくりに資する分野横断サービスを実現

ジョルダン
乗換案内Biz

ぐるなび
Web Service

富山
ライトレール

Cyclocity ジョルダン ぐるなびCyclocity

地域MaaSサービス
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加古川市：産・官・市民連携による切実なニーズへの対応

かこがわアプリの
見守り活用

市民（保護者）

見守り機能

サービス拡張

検知

こども・高齢者等

安全・安心見守り事業

カメラ画像BLEタグ検知情報

見守りカメラ
システム

見守りサービス
システム

見
守
り
の

高
度
化
・
横
展
開

車載局
検知ポイント

共通プラットフォーム

加古川市地図サービス
「かこナビ」

かこがわアプリの「見守り機能オン」で
市民が検知ポイントとして参画

加古川市と複数事業者による官民協働事業
お子さんや認知症の方の位置情報を瞬時に把握

(加古川市HPより)

(加古川市HPより)



© NEC Corporation 202435

東京都・六本木商店街：スマート街路灯
来街者に適したイベント、情報発信によるにぎわい創出

災害時は帰宅困難者に適した情報を提供し、安全安心なまちづくりを支援

平時：街の見守りと賑わい創出 災害時：情報発信と混乱防止

クーポンなど
情報発信で
賑わい創出

避難所

避難所が開設されました 帰宅が困難な方は
表示に従い避難所へお向かいください

混雑・人流など
まちの見える化で

混雑回避・施策効果検証

LED照明

通信機器

カメラ

スピーカー

サイネージ

住民や、土地勘のない来街者へ
スピーカーやディスプレイを
活用した避難誘導を実施
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個人情報保護とプライバシー配慮

事業者が配慮
すべき範囲

プライバシー
保護の観点で
考慮すべき範囲

個人情報保護法
により守られる

べき範囲

個人(被写体)にとって、いつどこで自分が撮影されているのかを把握できない。

個人(被写体)は、カメラの所在を把握したとしても、どんな情報が取得・加工されている

のかを想像・把握できない。

個人(被写体)は、どんな情報をどのように取得・加工されたかを把握したとしても、将来

のプロファイリングの技術の進展により、個人の想定範囲を超えた情報が後日明らかにな

る可能性がある。

個人情報保護法では定められないが、
レピュテーションリスクの懸念が想定
される範囲

カメラ画像やWi-Fiセンサ取得データの取り扱いに関しては、個人情報保護法の遵守のみならず、
プライバシー配慮への積極的な取組みが必要

（カメラ画像の特徴）
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カメラ画像の利活用に関わる留意事項(カメラ画像利活用ガイドブックより)
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エッジ処理と匿名加工情報

映像解析処理をカメラの近傍(エッジ)で行い、人物画像(=個人情報)を即座に廃棄
することで、匿名加工情報としての混雑度や人流のみを記録

エッジ解析デバイス

再構成

群衆行動
解析

顔の判別できる
人物画像

（個人情報）

混雑度・人流
（匿名加工情報）

▍個人情報保護・プライバシーへの配慮

▍混雑度や人流情報からバーチャルな群衆画像を再構成することで、個人情報フリーな形で混雑状況をビジュアルに表現
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参考：カメラ画像情報の多目的利用

自治体もしくは
カメラ設置事業者

みまもりプラットフォーム

顔特徴データ
(オプトイン前提)

都市計画・エリア運営

防災

観光・交通・生活移動
・混雑状況・渋滞対策
・コロナ感染リスク 他

・状況に応じた避難計画/誘導
・被災状況把握 他

生活安全・治安
・事件・事故(予兆)検知
・迷子・認知症徘徊検知 他

加工
・スマート・プランニング
・まちのにぎわい活性化
・空調制御 他

その他情報ソース
・関係機関連携情報(コロナ関連他)
・SNS ・イベント対応情報 他

共
通
A
P
I

データ連携基盤

その他各種データ

共
通
A
P
I

体温情報

時間・位置情報

年齢・性別

人流・混雑度

画像データ

画像データ

自治体が独自に設置するカメラ以外にカメラ設置事業者の画像も一定のルールと対価の下で共有
”みまもり”だけでなく匿名加工した情報を観光や都市計画など様々な目的に活用することで、カメラ画像を
効率的に活用

・「第三者機関」による運用ルール及び監査のもと、カメラ設置事業者との協定で画像データを受領

・混雑状況など映像の匿名化・オープン化により、観光や生活移動、地域振興などへ多目的に活用

・加工しない生の画像データは慎重かつ厳重に扱い、みまもり運用の他警察の捜査事項照会対応や災害対応などに活用
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白浜町：顔認証を活用したおもてなしによる地域活性化

1回の顔情報登録で南紀白浜空港周辺の多様なサービスが利用可能に

Airports
City

AVIATION

HEALTHCARE

TRANSPORTATION

SPORTS  &

ENTERTAINMENT SMART

CAMPUS

SMART 

BUILDINGS
RETAIL &

HOSPITALITY

FINANCIAL

SERVICES

 顔認証技術を用い、地域の玄関口である空港で
顔情報とクレジットカードなどの情報を登録、
一つの共通IDとして利用

 空港、ホテルや商業施設など
でのおもてなし体験を提供

 空港での案内

 ホテルの出迎え／入室

 キャッシュレス決済に
よる手ぶら
ショッピング等
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プライバシーとおもてなしの両立に向けた取り組み

SIP「パーソナルデータ分野アーキテクチャ構築ならびに実証研究事業」の実証研究において
顔照合技術の適正利用原則(案)を策定

▌ SIPアーキテクチャ構築・実証研究事業

１．スマートシティ分野アーキテクチャ構築

２．パーソナルデータ分野
アーキテクチャ構築

３．地理空間情報プラットフォーム

(1)スマートシティアーキテクチャ設計と
関係実証研究の推進

(2)スマートシティ分野実証研究(8テーマ)

(1) DFFT (Data Free Flow With Trust) 
実現のためのアーキテクチャ設計と
国際標準化推進の研究開発

(2)パーソナルデータ分野実証研究

他4テーマ

▌ 顔照合技術の適正利用原則(案)

民間企業が顔認証技術による本人確認サービスを
提供する場合の事業者が遵守すべき10の行動指針

1.情報自己決定の原則(利用者の意思でコントロール)

2.実効的な救済の原則(苦情相談窓口設置、責任明確化)

3.代替手段の提供の原則(顔認証以外の手段も提供)

4.利用目的の限定の原則(安易な拡張、変更は行わない)

5.安全管理の原則(暗号化や非保持化などの対策)

6.適正利用の原則(人権配慮、公正で非差別的な利用)

7.透明性の原則(情報開示請求対応、クレーム開示)

8.対象外データの不使用の原則(望まない人の保護)

9.事前検討の原則(事前の必要性、社会受容性の検討)

10.コミュニケーション強化の原則(サプライチェーン
全体、消費者団体・NPOといった市民社会との対話)

生体認証（顔特徴量）データの事業者間
連携に関するアーキテクチャ実証研究
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富山県朝日町：デジタル田園都市国家構想・モビリティサービス事例

出典：内閣官房デジタル田園都市国家構想交付金 (デジタル実装タイプ)
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/pdf/sankoujirei.pdf
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北海道更別村：デジタル田園都市国家構想・TYPE3事例

出典：内閣官房デジタル田園都市国家構想交付金 (デジタル実装タイプ)他
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/pdf/sankoujirei.pdf

月額3,980円で行政手続きから健康ケアまで含めた様々な生活サービスを包括的に提供する「ベーシックインフラ
サービス（ひゃくワクサービス）」を創設。 デジタル公民館を整備し、地域の生活者の交流拠点を整備。
サービスを利用したいすべての高齢者は無料でスマートフォンを借りることができ、デジタル普及委員でもある
「コミュニティナース」がこれらのアプリの使い方をサポートします。」

出典：更別村「スーパーシティ型
国家戦略特別区域の指定に関する
提案書」
：スーパーシティ構想提案書より
https://www.sarabetsu.jp/file/contents/1273/11186/supercity_teiansyo.pdf

更別村で活躍するコミュニティナースの皆さん
https://community-nurse.jp/4456
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豊岡市・小布施町：地域主体のまちづくり

行政と住民の協働による「うるおいのあるまちづくり」
・小布施街並み修景事業
・小布施オープンガーデン：130軒を超える民家などの

庭が来訪者に開放
・「セーラが町にやってきた」：第3回国際北斎会議 ・

小布施ッション・小布施見にマラソン…

小布施町の街並み(小布施町HPより)

小布施の発展に寄与
したセーラ・マリ・
カミングスさん
(首相官邸HPより)

「浴衣を着て、下駄を履いて，７つの外湯をそぞろ歩き」
・ゆめぱ：代金一括清算・宿泊客の行動データを可視化
・観光情報サイト「Visit KinoSaki」：地域の利益を地域に

還元
・豊岡版DMO

https://visitkinosaki.com/campaign-welcome/
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ポルトガル・リスボン
：City Surveillanceからデータ活用へ

データ
プラットフォーム

PF構築・データ統合
(2017-2018)

市中監視・安全対策 (2019) データのさらなる活用 (2020-)

FIWARE整備
40以上の既存システムをデータ統合

市中監視統合オペレーションセンタ
自治体、警察、消防、救急が一部共同利用

市民生活利便性向上、健康管理、安全対策向け
スマートアプリケーション開発
民間事業者、学術機関と連携

市民生活向上

イノベーション
交通渋滞・
環境問題

200種以上のデータを収集、市中監視、インシデント対応、
救命救護に利用
収集したデータを活用し市民の生活向上、交通渋滞、環境
問題などへの取り組みを開始

リスボン市がデータ利活用により
解決を目指す課題リスト

・中心部交通渋滞 ・税金支払い・回収漏れ
・市内道路工事のコンプライアンス違反
・都市開発計画 ・交通インフラ整備
・感染症影響予測/対応計画
・市内緑地化計画/砂漠化対策
・道路維持管理 ・緊急時対応高速化
・警察・自治体職員の効率配置 他
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ポルトガル・リスボン：Urban Co-creation Data Lab

(ご参考) https://lisboainteligente.cm-lisboa.p/lxdatalab/

① 様々なデータがカタログ化され利用可能に
→COVID-19関連で検索

Wazeのデータ(‘19-’20)、
Giras(シェアサイクル)の利用状況(‘19-’20)
Giras駐輪場(‘19-’20)
市内の自転車レーン状況(‘19-’20)
Avenida Duque de Ávilaの自転車カウント数
駐車場利用状況データ (‘19-’20)
大気汚染状況(NO2量) 他

② ア ウトプットが求められる都市課題および
関連データリストの表示
例 ”COVID-19によるパンデミックの

モビリティと環境への影響”

③ 連携を希望する
パートナーリストの表示

リスボン大学建築学部(FAUL)
リスボン大学理学部(FCUL)
科学技術学部 (NOVA FCT) - ユニバーシダーデ・ノヴァ・デ・リスボア
情報管理学校 (NOVA IMS) - ユニバーシダーデ・ノヴァ・デ・リスボア
リスボン大学労働・ビジネス科学研究所(ISCTE-IUL)
インスティトゥート・スーペリア・デ・エンゲンハリア・デ・リスボア(ISEL)
インスティトゥート・スーペリア・テクニコ(IST)
国立土木研究所(LNEC)ビジネス経済学部 (NOVA SBEカトリック大学(UC)
ミンホ大学(UM)

EUファンドを活用した、リスボン市がリードするデータ利活用検証ラボ

・リスボン市のデータ連携PFのデータ公開により、ユースケースを開発

- 市内混雑エリアでの人の移動の流れの分析 - ゴミの投棄の傾向分析

- 市内の不法駐車の傾向分析 - 空気汚染度の傾向分析 など

・既存システムの約200のデータセットを収集・公開
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Shared Space：歩車共存空間

47

オランダの交通技術者ハンス・モンデルマンが提唱
1990年ころから実験を始めて、浸透
交通安全・静穏性・快適性には分離が基本原則だったが、
これを革命的に変える

•歩車道の区別をなくす
•歩行者・自転車・自動車・バス間のコミュニケーション
•事故の減少

イギリス：ニューカッスル・アポン・タイン

ドイツ：ローテンブルク

アメリカ
：ピーチツリー・シティ

賑わい、ゆとり、楽しい道路空間へ
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KOBEフィールドリサーチ：住民参画の事例

＜参加者から提起された「アジェンダ」例＞

1. 望ましいコミュニケーションツールと使い方、新しい

住民の方と仲良くなる方法

2. 外国人が住みやすい街にするには

3. さまざまな子どもたちが学び、居場所にフリーアク

セスできるには

4. 神戸の魚（漁港）を知ってもらいたい

5. 魅力発信の企画にどう集客ができるか？

6. 神戸の銭湯を活性化したい

7. 楽しんで健康になる取組とは

8. 市民が「やりたい」をかなえられる最適な場所の提供

をするには

一般社団法人スマートシティ社会実装コンソーシアムにおける産官学公民連携活動
w/KOBEスマートシティコンソーシアム

…神戸市内で活動するNPO・地域団体の取組状況をもとに、地域において解くべき問題（イシュー）
を深掘り、新たなサービスの実証計画の立案に年度を通じて取り組む活動



おわりに
：スマートシティの社会実装を実現するためのポイント
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スマートシティの社会実装を実現するためのポイント

・「切実なニーズ」の深掘り、フォーカス（製品や技術は課題解決の手段）

・課題定義と優先順位付け…”決め”の問題

・スマート化や連携による「ご利益」の提示→関係者の合意形成

Issue oriented ← System oriented

・まちの「パーパス」としてのウェルビーイング…健康で幸せなまちの在り方

・経営的マインドによるまちの戦略立案…シビックプライド、三方良し、Cross Sector Benefit

・データ活用によるウェルビーイング向上の仕組みづくり

パーパス都市経営
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スマートシティの社会実装を実現するためのポイント

・広域自治体と基礎自治体、近隣自治体との連携による活力ある地域の発展

・限られたリソースを有効活用、より効率的な地域運営へ：防災、観光、行政サービス…

地域間連携

・構想：統合的かつ中長期のビジョン…日本のスマートシティの雛形を目指す

・着手：できるところから cf. OASC: Minimal Interoperability Mechanisms

NIST: Pivotal Points of Interoperability

着想大局 着手小局
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スマートシティの社会実装を実現するためのポイント

・サービス事業者、金融機関(融資、事業組成)、ベンチャー企業を含む地元企業の主体的参画

：地域の社会課題解決・価値創造につながるエコシステムの構築

・大学を中心としたアカデミアの関与：実証主体、国プロや実証成果を社会実装へ

地域(地元企業、市民、アカデミア)の主体的参画

・住民や来街者の生活環境における体験を通じた”ご利益”の可視化（腹落ちできるユースケース）

・不安の解消→ウェルビーイングの向上

・プライバシーへの配慮…比較考量としての住民合意

リビング・ラボ
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スマートシティの社会実装を実現するためのポイント

・子供とお年寄り：e.g. 学童+高齢者施設 ・都市部と田園地域：交流人口、体験農業

・公共交通とパーソナルモビリティ：自家用有償旅客運送制度、あきっぱ、モビリティシェア

・歩行者と車：Shared Space ・医療と介護

・部局と部局/地域と地域/企業と企業…

異なる領域の融合 Inclusion / Interoperability
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City Ecosystem enables the social evolution

NPO等

ビジター

アカデミア

自治体
(居住地)

自治体
(周辺・勤務地等)

民間企業等

政府
市民

社会の変革
（イノベーション）

促進
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ご清聴ありがとうございました。

Contact: yo-nagano@nec.com




